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公 表 用 資 料 

情 審 第 １ ７ 号 

平成18年２月３日 

 

 

長 野 市長 鷲 澤 正 一  様 

 

 

長野市情報公開審査会 

                                                          会 長 柳 澤 修 嗣 

 

 

長野市情報公開条例第18条の規定に基づく諮問について（答申） 

 

 平成17年11月１日付け17契第63号で諮問のありました事案について、下記のとおり答申

します。 

 

記 

 

１ 審査会の結論 

  「平成17年6月3日に契約課発注で行われた指名競争入札｢返目浅川線橋梁詳細設計業務

委託｣の具体的な指名選定理由の分かる書類」について、設計金額については、非公開が

妥当であるが、その他の部分については公開すべきである。 

 

２ 異議申立てに至る経過 

 (1) 公開請求 

   異議申立人は、長野市情報公開条例（平成13年長野市条例第30号。以下「条例」と

いう。）第５条の規定に基づき、実施機関に対し平成17年８月10日に「平成17年6月3日

に契約課発注で行われた指名競争入札｢返目浅川線橋梁詳細設計業務委託｣の具体的な

指名選定理由の分かる書類」の公開請求を行った。 

 (2) 実施機関の決定 

実施機関は、当該情報は、条例第７条第５号及び第７条第６号イに該当する非公開 

情報であるとし、平成17年８月19日に非公開の決定を行った。    

(3) 異議申立て 

異議申立人は、実施機関が行った非公開の決定を不服として、平成17年10月14日に

異議申立てを行った。 
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３ 異議申立人の主張要旨 

(1) 異議申立ての趣旨 

   異議申立ての趣旨は、平成17年８月19日付けで実施機関が行った「平成17年6月3日

に契約課発注で行われた指名競争入札｢返目浅川線橋梁詳細設計業務委託｣の具体的な

指名選定理由の分かる書類」の非公開決定処分の取消しを求めるというものである。 

(2) 異議申立ての理由 

  異議申立人が異議申立書等において述べている理由は、次のように要約される。 

 ① 実施機関は、長野市入札制度見直し検討委員会から、入札及び契約事務について

の透明性を高めるように要請されているにもかかわらず、透明性を高めようとはせ

ず、指名選定理由の情報公開請求に対して、公開しないとの決定をしたことは、一

市民、一納税者として納得することはできない。 

ア 実施機関は、非公開の理由として「市の内部における審議、検討又は協議に関

する情報であって、公開することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれ」をあげているが、公共事業は市民の税金で行

われているのであり、市民に対して、どのような理由で入札に参加すべき会社を

指名選定したのか説明するのは当然の義務である。明確な根拠を持った指名選定

であれば、外部からの意見などによって左右されるおそれはない。 

また「特定の者に不当な不利益を及ぼすおそれ」についても、客観的な根拠に

基づく適正かつ公正な指名選定が行われていれば、不当な不利益が誰かに及ぶと

は考えられない。 

イ 実施機関は、非公開の理由として「契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市

の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ」をあげているが、

公表することによって、より公正で厳正な指名選定が期待でき、むしろ財産上の

利益につながると考えられる。 

また「その他、当該事務の性質上、当該事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼ

すおそれ」についても、公表することにより公正で適正な指名選定が期待でき、

事務の適正な遂行を促すものと考えられる。 

② 実施機関は、非公開の根拠として長野市建設工事等競争入札参加者の資格、審査等 

に関する要綱第12「入札参加資格の審査及び指名業者の選定に関する内容について

は、非公開とする。」との規定をあげているが、公共事業は市民の税金を使って市民

のために行われるものであり、その事業に関わる業者の選定理由は、市民に知らさ

れて当然である。指名業者の選定に関する内容のうち、指名理由まで「非公開」と

する理由が理解できない。 

また、長野市の入札経過書に指名理由として記載されている同要綱の「第９条第

１項及び第２項」は、指名選定に当たって、常に考慮すべき指名選定条件に過ぎず、

発注業務ごとの具体的な指名理由と言うことはできない。 
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 ③ 「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」では、第８条において、

政令で定める公共工事の入札及び契約の過程に関する事項を公表しなければならな

いとし、同法施行令第７条第２項において、当該公共工事ごとに公表しなければな

らないもののひとつに、指名した者の指名理由を挙げている。法が義務付けている

にも関わらず、法に基づく措置をしていない要綱が有効であるかは疑問である。 

 

４ 実施機関の説明要旨 

(1) 実施機関においては、1件500万円以上の工事にかかる測量、調査、設計、監理等の

委託契約にかかる業者の選定に関することは、請負工事審査委員会(以下｢委員会｣とい

う。)の審査に付し、｢建設工事等競争入札参加者の資格、審査等に関する要綱｣(以下｢要

綱｣という)第９に定める指名基準によって、これを選定している。委員会では、個別

の事業者ごとに、過去の選定実績、不誠実な行為の有無、信用状態、技術者の状況や

技術的適性、同時期に選定されている他事業の状況等を総合的に勘案して、指名業者

の選定を行っている。選定の過程においては、事業者の最新の信用情報等、公表され

ていない信用状態などを含めて総合的に勘案し、指名業者の選定を行っているもので

あり、これらが公表された場合、未公表、未確認、不確定な消極的情報等を含むこと

から、特定の者に不当な不利益を及ぼすおそれがある。 

(2) 異議申立人は、㈱○○○○○○○○○○○○○の従業員であり、同社は、平成17年

３月30日に長野市を被告として、損害賠償を求めて提訴し、現在、長野地方裁判所に

おいて、係争中である。同社は、×××××××××××××××××××××××

×××××××××××××××××××××××××××××××損害賠償を求め

ているが、異議申立人は、これまで全ての弁論を傍聴し、㈱○○○○○○○○○○○

○○の訴訟代理人等と、資料のやり取りなど、情報交換を行っているものである。  

また、この訴訟において、㈱○○○○○○○○○○○○○は、対象とされている損

害賠償以外にも、国や他の地方公共団体の事例の他、長野市の委員会、契約制度等に

ついて様々な主張を行っている。これらの事実から、本件書類を公開した場合、長野

市の、訴訟における当事者としての地位を不当に害するおそれがある。 

(3) 異議申立人は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第８条におい

て、政令で定める公共工事の入札及び契約の過程に関する事項を公表しなければなら

ないとされていると主張するが、同法第２条第２項において、｢公共工事｣とは、国、

特殊法人等又は地方公共団体が発注する「建設工事」をいうと規定しており、｢工事に

かかる委託業務｣については、同法及び同法施行令には該当しないものである。 

なお、実施機関においては、長野市入札制度見直し検討委員会の中間提言に基づき、

長野市入札及び契約にかかる情報の公開に関する要綱を改正し、平成16年度から建設

工事に関する情報の公表範囲の拡大のほか、業務委託及び物品購入に関する情報につ

いても独自に公表範囲拡大と見直しを進めているところである。 
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５ 審査会の判断 

本審査会は、条例第25条の規定に基づき、本件非公開決定に係る記録情報の提示を求

めたうえで、異議申立人及び実施機関の主張を検討した結果、以下のように判断する。 

 (1) 実施機関は、本件資料の非公開決定理由を条例第７条第５号に該当するものと説明

している。一件500万円以上の工事に係る測量の委託契約についての指名競争入札の業

者選定にあたっては、委員会において、個別の事業者ごとに過去の選定実績、技術者

の状況や技術的適性、同時期に選定されている他工事の状況等の他、不誠実な行為の

有無や未公表の信用情報等、消極的情報を含めて総合的に勘案して指名業者の選定を

行っているものであり、このような情報が公開された場合、「率直な意見の交換若しく

は意思決定の中立が不当に損なわれ」又は｢特定のものに不当な不利益を及ぼすおそれ

がある｣とする。 

   しかし、実施機関が非公開決定に係る記録情報として、本審査会に提示した資料の

いかなる部分にも、未公表の信用情報などの消極的情報はもとより、選定実績や技術

的適性等、実施機関が説明するような情報はまったく記載されていない。従って、本

件資料を公開することによって、「率直な意見の交換若しくは意思決定の中立が不当に

損なわれ」又は｢特定のものに不当な不利益を及ぼすおそれ｣があるとは到底いえない。 

(2)  次に、実施機関は、本件資料の非公開理由を条例第７条第６号イに該当するとし「契 

約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市の」｢利益又は当事者としての地位を不当に害

するおそれ｣があると説明している。異議申立人が、長野市を被告として、損害賠償請

求訴訟を起こしている㈱○○○○○○○○○○○○○の社員であることから、訴訟代

理人等と情報交換を行っている事実を確認しており、本件資料の公開は当該訴訟にお

ける長野市の当事者としての地位を不当に害するおそれがあるとするものである。 

しかし、当該訴訟は、㈱○○○○○○○○○○○○○が、×××××××××××

××××××××××××××××××××××××××損害金の賠償を求めている

ものである。これに対し、本件資料は、㈱○○○○○○○○○○○○○の×××××

×××××××××××××××××に係るものであって、当該訴訟に直接的な関わ

りがあるものではない。また、本件資料は、実施機関が日常の業務として、繰り返し、

定型的に作成しているものであり、当該訴訟に関連して特に作成されたものでもない。

従って、本件資料を公開したとしても、長野市の当該訴訟における｢当事者としての地

位を不当に害するおそれ｣があるとはいえない。 

なお、条例においては、何人も行政情報の公開請求を行うことができるとするもの

であり、記録情報の公開非公開の判断は、対象となる記録情報の内容によって判断さ

れるものである。請求者が、訴訟における当事者の従業員であるかどうかが、記録情

報の公開非公開の判断に影響するものではない。 

ただし、提示された資料には、業務委託に係る設計額が記載されており、当該部分

は長野市が行う業務委託における積算の基準を示すものであり、当該部分を公開した
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場合、今後実施すると考えられる同種の委託業務についての設計額を容易に推計しう

る結果となり、自由な競争を妨げるおそれがあると考えられる。従って、当該部分に

ついては、非公開とするのが妥当である。 

(3)  異議申立人が公開を請求している記録情報は、｢具体的な｣指名選定理由が分かる書 

類である。一方、実施機関が本審査会に提示した非公開決定に係る記録情報には、具

体的な指名選定の理由は何ら記載されておらず、実施機関は本件資料のほかに、指名

選定の過程を示す資料は存在しないと説明している。 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律が適用されるのは、あくまで

公共工事に限られるとはいえ、公共団体が当事者として契約を締結する場合、それが

工事に係る契約であろうと、その他の業務に係る契約であろうと、その契約の過程の

透明性を確保すべき必要性について、大きな差異があるとは考えられない。更に、長

野市は、長野市入札及び契約に係る情報の公表に関する要綱を定め、工事に係る業務

委託についても「指名競争入札における指名した者の名称と指名理由」を公表する事

項としている。このような状況にあって、実施機関が指名競争入札における指名選定

の具体的な理由を明らかにする資料を何ら作成、保管していないことは、情報公開を

前提とする行政の事務のあり方として疑問があると言わざるを得ない。 

   また、実施機関が、非公開の根拠とする長野市建設工事等競争入札参加者の資格、

審査等に関する要綱第12の規定についても、これらの法及び要綱との関係において問

題があると考えられる。実施機関においては、長野市入札制度見直し検討委員会の提

言に基づいて、独自に入札及び契約にかかる情報の公表範囲の拡大と見直しを進めて

いるとしているが、｢指名業者の選定に関する内容について｣一律に非公開と定めてい

る点について、更に見直す必要性があると思われる。 

 

以上から、「１ 審査会の結論」のとおり判断するものである。 
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６ 審査会の経過 

 審査会の処理経過は、次のとおりである。 

年 月 日 処  理  内  容 

平成１７年１１月２９日 諮問 

      １１月２９日 

第１回審査会 

諮問書受理 

経過説明 

実施機関からの理由説明 

審査 

     １２月２８日 

第２回審査会 

異議申立人の反論書等の審査 

 

平成１８年 ２月 ３日 

第３回審査会 

審査 

答申 

 


